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① 「接客販売職種」は、百貨店を含む広く小売業において、店舗で顧客と対面し接客することで販売する業務に従事する職種。

② レディスファッション販売、メンズファッション販売及びギフト販売を行うに当たり必要な技能を対象とし、複数等級（1級、2級、3級）
による試験を実施。

③ 業界団体である日本百貨店協会が、試験を実施する指定試験機関として指定申請。

１ 技能検定試験の概要

① 平成26年度から2年間にわたり、厚生労働省委託事業「業界検定スタートアップ事業」を実施。

② 既存検定試験の延べ有資格者は約2万8千名であり、平成28年度受検者数は1,300名となっており、継続的な需要があること。

③ 全国の百貨店の従業員数は約7万4千名、うち大都市10都市では約4万3千人、10都市以外の地区では3万1千人おり、職種の対象労働者が
全国的に相当数存在していること（日本百貨店協会発行「平成28年度『統計年報』」より）。

２ 職種新設の背景・理由

技能検定「接客販売職種」の職種新設について

① 日本百貨店協会から、「接客販売職種」の指定試験機関の指定申請（平成2９年６月）。

② 職業能力開発専門調査員に、申請内容について意見聴取を行ったところ、適切であるとの回答を得た。

① 職種新設に係る改正省令等は、平成29年８月中に公布、同日施行予定。

② 平成29年度下期からの試験実施を予定。

４ 今後のスケジュール

３ 申請内容の審査
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① 「フィットネスクラブ・マネジメント職種」は、トレーニングジムなどの運動施設を有し、利用者に提供する事業所の管理運営業務に従事
する職種。

② 運動施設や顧客の管理・店舗運営を行うに当たり必要な技能を対象とし、複数等級（1級、2級、3級）による試験を実施。

③ 業界団体である一般社団法人日本フィットネス産業協会が、試験を実施する指定試験機関として指定申請。

１ 技能検定試験の概要

① 平成26年度から2年間にわたり、厚生労働省委託事業「業界検定スタートアップ事業」を実施。

② 事業所数は平成21年は3,273件、平成24年は3,760件、平成2６年は4,902件と増加しており、事業所数増による運営管理者の需要が増
加していること（総務省「経済センサス-基礎調査」（平成21年・26年）及び「経済センサス-活動調査」（平成24年）より）。

③ 1県当たりの事業所数は100件超が10都道府県、50～99件が10府県、20～49件が22県、1９件以下が5県となっており、職種の対象
労働者が全国的に相当数存在していること（総務省「経済センサス-活動調査」（平成24年）より）。

２ 職種新設の背景・理由

技能検定「フィットネスクラブ・マネジメント職種」の職種新設について

① 一般社団法人日本フィットネス産業協会から、「フィットネスクラブ・マネジメント職種」の指定試験機関の指定申請（平成2９年６月）。
② 職業能力開発専門調査員に、申請内容について意見聴取を行ったところ、適切であるとの回答を得た。

① 職種新設に係る改正省令等は、平成29年8月中に公布、同日施行予定。

② 平成29年度下期からの試験実施予定。

３ 申請内容の審査

４ 今後のスケジュール
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○ 日本再興戦略改訂版（H26年6月閣議決定）の政府方針等を踏まえ、対人サービス分野を重点とした検定制度
の整備を図るため、平成26・27年度は２カ年計画のモデル事業（それぞれ４業界）の開発に着手。
○ 平成29年度は、検定の枠組みが完成した業界に対して、円滑な技能検定への移行に向けた技術的指導等を
実施する。

業界検定の対象業界の考え方

○ｼﾞｮﾌﾞ型労働市場
○非正規雇用労働者の活用が
進みｷｬﾘｱ形成上の課題あり

○雇用吸収力あり
○業界検定の開発･運用、採
用･人事の基準として活用
の意思が明確

→対人ｻｰﾋﾞｽ分野を主に想定。
→業界検定の開発・活用の意
思を有する業界団体から、
企画競争を通じ、事業計画
の具体性･見込まれる効果
等の観点により選定

26年度 27年度 28年度 29年度①小売業／販売スタッフ
<日本百貨店協会>

②健康産業／店舗運営
<日本ﾌｨｯﾄﾈｽ産業協会>

③学習教育業／塾講師
<全国学習塾協会>

④派遣請負業／生産･品質･
人事管理
<日本生産技能労務協会>

対象業界／職種

＋

『業界検定スタートアップ支援事業』による「業界検定」の整備

ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ支援事業による
検定開発･試行実施➁

【４団体】

ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ支援事業による
検定開発、試行実施➀

【4団体】

26’予算額
<1.5億円>

27’予算額
<3.1億円>

⑤宿泊業
<ﾎﾃﾙ業界検定協議会>

⑥旅行業
<日本添乗ｻｰﾋﾞｽ協会>

⑦ブライダル業
<日本ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ文化振興協会>

⑧イベント業
<日本ｽﾎﾟｰﾂﾂｰﾘｽﾞﾑ推進機構>

28’予算額
<1.5億円>
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29’予算額
<0.１億円>

技能検定化への
円滑な移行

【参考】 日本再興戦略 改訂2015  （平成27年6月30日 閣議決定）（抄）
対人サービス分野を重点とした成長分野における技能検定の整備を推進するとともに、業界内共通の検定と連関性を持つ実践的な企業単
位の社内検定の普及促進を図る観点から、これらの検定に取り組む業界団体や企業等に対する積極的な支援を進める。
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技能検定化への
円滑な移行
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